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はじめに
　2011年３月11日の東日本大震災とその後の原子力発電所の事故による放射線被害の影響は未曽
有の被害を被災地にもたらした。数年後には社会の一員としての責任を果たしていくことが期待さ
れる大学生が震災の被害や復興の状況について理解し、それに対して行動を起こすという経験は、
長期にわたると思われる復興の過程において大きな戦力となりうる。そのためには大学において行
動に結びつくような市民性を身につけるシティズンシップ教育の視点が必要となる。しかし、時間
が経つにつれ、人々の関心は徐々に失われてきており、とくに、毎年メンバーが入れ替わる大学と
いう場では、「学習機会の提供」と「参画の場の確保」というシティズンシップ教育の両輪を常に
意識し、学生が現地に触れ、現状を学習する機会の提供と被災地支援の活動に参画する場を確保す
る試みを常に続けていく必要がある。
　このような問題意識から本論では、大学におけるシティズンシップ教育の展開について整理した
上で「学習機会の提供」としての被災地スタディツアーの意義について、2014年３月に実施した
宮城県亘理町ツアーと山元町ツアーの参加者アンケートの結果の分析を通して考察する。
１　シティズンシップ教育とスタディツアー
（１）日本におけるシティズンシップ教育
　日本におけるシティズンシップ教育への関心は2006年の経済産業省のシティズンシップ教育と
経済社会での人々の活躍についての研究会の報告書（以下、同報告書とする）に端を発するといえ
る。同報告書では市民の社会参加意欲が強まっている背景として、一定の経済的な豊かさを享受で
きるようになった市民の中に、経済的な豊かさ以外の価値観を尊重して、社会や地域に参加・貢献
したいと思う人々が増え、そのために必要な知識や能力を備えてきていること、もう一方で、財政
状況が厳しくなる中、政府にサービス提供をまかせるのでなく、市民参画型の福祉社会への転換が
求められてきていることという二つの要因を指摘している（同報告書、3-9）。しかし、社会階層分
化の固定化や家庭の育児力低下などにより、「社会の変化に押し流されて自分自身を守ることがで
きなくなったり、自己実現や個性発揮の可能性が低下して人生の幸福感や達成感などを得られにく
くなる可能性が高ま」り、「成熟した市民社会形成への新しい動きが一部の層に限定され、多くの
人々がそこから阻害・排除されてしまう懸念」を呈している（同報告書、５）。
　そこで、「市民一人ひとりが、社会の一員として、地域や社会での課題を見つけ、その解決や
サービス提供に関わることによって、急速に変革する社会の中でも、自分を守ると同時に他者との
適切な関係を築き、職に就いて豊かな生活を送り、個性を発揮し、自己実現を行い、さらによりよ
い社会づくりに参加・貢献するために必要な能力」を身につけるためのシティズンシップ教育を提
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唱している（同報告書、９）。
　それでは具体的にシティズンシップ教育とは何であろうか。同報告書ではシティズンシップを
「多様な価値観や文化で構成される社会において、個人が自己を守り、自己実現を図るとともに、
よりよい社会の実現に寄与するという目的のために、社会の意思決定や運営の過程において、個人
としての権利と義務を行使し多様な関係者と積極的に（アクティブに）関わろうとする資質」と定
義し、このシティズンシップが発揮される領域として「①公的・共同的な活動（社会・文化活動）、
②政治活動、③経済活動」の三つを想定している（同報告書、20-22）。そしてこうした資質＝シティ
ズンシップを発揮するために必要な能力を身につけるための教育がシティズンシップ教育であると
述べている。さらに同報告書では、シティズンシップ教育を効果的に普及させるためには「学習機
会の提供」と「参画の場の確保」を両輪として進めることが必要であることを強調しており、多様
な関係者と積極的に（アクティブに）関わろうとする資質の育成をめざす以上学習のみで参画する
場がないシティズンシップ教育は考えにくい（同報告書、29-30）。
（２）大学におけるシティズンシップ教育
　シティズンシップ教育に関する既存研究は多く、論文に絞ってみてみると、イギリスなどシティ
ズンシップ教育の先進国と目される事例の紹介、シティズンシップ教育の思想的背景分析や理念的
類型の創出、児童生徒を対象とした指導事案などについてのものに大別できる1。しかし、大学にお
けるシティズンシップ教育を進める具体的な方法についての先行研究は佐藤（2005）、中（2014）、
西村（2014）、高橋（2014）など数点が散見される程度である。佐藤（2005）はコミュニケーショ
ン能力に着目して、大学におけるシティズンシップ教育について身近なコミュニティであるキャン
パスの課題発見・課題解決を目標とした教育プログラムの展開について報告している。中（2014）
は教職課程の科目の中にシティズンシップ教育の要素を取り入れた取り組みを報告している。西村
（2014）は英国のシティズンシップ教育をてがけたクリックのシティズンシップ教育論を整理した
上で、そのクリックのシティズンシップ教育論をてがかりとした大学の教養教育での政治学入門の
講義内容を検討している。高橋（2014）は日本におけるシティズンシップ論・シティズンシップ
教育論の現況を概観した上で、「大学大衆化時代における大学教育が果たすべき社会的責任として
「市民教育」あるいは「政治的シティズンシップ教育」を位置づけ教育実践を通じてその具体的な
内容を構想することは重要である」と述べ、大学教育において政治的シティズンシップ教育を推進
していく必要性についてまとめた。
　大学におけるシティズンシップ教育の重要性については、総務省が投票率のアップなどを目指し
た主権者教育として日常的な啓発活動のあり方について検討した常時啓発事業の在り方等研究会の
最終報告書（2013）でも、投票権が行使できる20歳前後の若い世代が多く学ぶ大学の役割が大き
いことが指摘されている。しかし、先行研究からわかるように、どのように進めていくのかについ
ては研究、実践ともに今後の課題となっているのが現状である。高等教育機関への進学率（大学、
短大、高専、専門学校を合わせた割合）は77.9%と高くなっており、専門教育や教養教育ととも
に、小中高校で必要とされているような市民となるための教育、シティズンシップ教育の推進が必
要となっている。その際には報告書で述べられていたように「学習機会の提供」と「参画の場の確
1　ここ３年の研究をサーベイしたところ、先進国の事例の紹介として清田 （2013）、橋崎 （2014）、思想的背景の分析や
理念的類型の創出として池野（2014）、関口 （2013）、西村 （2014）、橋本 （2013）、児童生徒を対象とした指導事案な
どについてとして大友・二瓶（2014）、岡田・土岐（2014）、降旗・古田 （2012）、矢吹 （2014）などがあった。
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保」の両輪を意識して進めていくことが重要である。
（３） 被災地スタディツアーを通じて育む市民性
　2011年３月の東日本大震災とその後の原子力発電所事故の被害規模は未曽有であり、日本の将
来を担う学生たちが、社会の一員として考えていかなければならない課題ということができるだろ
う。文部科学省は、2011年４月１日付で「東北地方太平洋沖地震に伴う学生のボランティア活動
について」とする通知を各国公私立大学長、各公私立短期大学長、各国公私立高等専門学校長宛て
に文部科学副大臣（鈴木寛＝当時）の名の下に出した（23文科高第７号）。その通知では、「学生
が、大学等の内外において、学修成果等を活かしたボランティア活動を行うことは、将来の社会の
担い手となる学生の円滑な社会への移行促進の観点から意義があるものであることから、被災地等
でボランティア活動を希望する学生が、安心してボランティア活動に参加できるよう」学生指導へ
の配慮を依頼するものだった（全文は資料１参照、下線は筆者）。この通知では下線部にあるよう
に、被災地で学生がボランティア活動を行うことが将来の社会の担い手＝市民（シティズン）への
スムーズな移行を促進するものとしてとらえられており、被災地等でのボランティア活動が大学に
おけるシティズンシップ教育となりうると考えていると受け取れる。しかし、具体的な参加促進に
ついては各教育機関にまかされており、震災への対応とともに、このような対応を行うことは各大
学にとっても負担だったと考えられる。その主な要因として「大学という大きな組織での意思決定
や、体制整備、教育機関としての活動の妥当性の検討に時間を要したこと」などが挙げられ、今ま
でも被災地対応の経験があるボランティアセンターを持つ大学を除き、ほとんどの大学では、人、
ノウハウ、資金などの不足からすぐに十分な対応はできなかった（太田：2013、171）2。
　今や、震災から３年が経ち、直後のようながれき撤去などのようなハード面のニーズはなくな
り、仮設住宅を中心とした生活再建の支援から、復興住宅への転居を前にして様々な支援ニーズが
起こってきている一方で、震災直後と違い、外部からの支援の担い手は量・質ともに減ってきてい
る。また大学という毎年メンバーが入れ替わるところでは、被災地の復興支援への組織としてのモ
チベーションを保ち、主たる担い手としての学生を活動へとつなげていくことは相当に難しい。社
会に出れば、長期にわたると考えられる東日本大震災からの復興の担い手となりうる学生の中に、
東日本大震災をはじめとする支援継続に向かう市民性の育成に組織的に取り組むことが、今、大学
に求められていると考えられる。
　しかし、時間がたてばたつほど、マスメディアなどで震災がとりあげられる頻度も減っていく状
況で、関心を持ち続けるために有効な手段と考えられるのがスタディツアーやフィールドスタディ
である。東日本大震災のように未曾有の被害を出した事態に際しては、教室で学べることには限界
があることから、復興支援への参加を前提とした学習機会として現地に赴くことは必須である。
「学習機会の提供」と「参画の場の確保」がシティズンシップ教育の欠かせない要素だとすれば、
まずスタディツアーにより学習機会を提供し、フィールドスタディで支援活動への参画を確保する
という試みが考えられる3。そこで、主として被災地の現状について学ぶことを通して参画への準備
となるようなスタディツアーを試行し、その効果を検討することとした。
2　直後から対応した大学の例として市川（2013）、山本（2013）がある。
3　もちろんこの二つを別個に考えるのではなく、まず学び、活動し、振り返るという過程をひとつのスタディツアーや
フィールドスタディで企画することももちろん可能である。
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資料１　東北地方太平洋沖地震に伴う学生のボランティア活動について（通知）
23文科高第７号
平成23年４月１日
各国公私立大学長
各公私立短期大学長　　殿
各国公私立高等専門学校長
文部科学副大臣
鈴木　寛
（印影印刷）
東北地方太平洋沖地震に伴う学生のボランティア活動について（通知）
　このたびの東北地方太平洋沖地震等により被害や影響を受けている大学及び高等専門学
校（以下「大学等」という。）においては、被災した学生の修学上の配慮等について、文部
科学省から発出した通知等を踏まえ、既に様々な対応を講じていただいておりますこと改
めて感謝申し上げる次第です。
　今後、災害復旧の進捗状況に応じて、ボランティア活動への参加を希望する学生が出て
くることが見込まれます。
　学生が、大学等の内外において、学修成果等を活かしたボランティア活動を行うこと
は、将来の社会の担い手となる学生の円滑な社会への移行促進の観点から意義があるもの
であることから、被災地等でボランティア活動を希望する学生が、安心してボランティア
活動に参加できるよう、下記の諸点にも配慮して、引き続き学生への指導等をよろしくお
願い申し上げます。
記
１．ボランティア活動のための修学上の配慮
　ボランティア活動参加者に対し、補講・追試の実施やレポートの活用による学修評価、
休学した場合のきめ細かな履修対応などを通じ、学生がボランティア活動に参加しやすい
環境作りに配慮すること。
　各大学等の判断により、ボランティア活動が授業の目的と密接に関わる場合は、ボラン
ティア活動の実践を実習・演習等の授業の一環として位置付け、単位を付与することがで
きること。
　ボランティア活動のため休学する場合、その期間の学費の取扱など学生の便宜のための
必要な配慮を図ることが考えられること。
 
２．ボランティア活動に関する安全確保及び情報提供
　ボランティア活動は内容によっては危険を伴うものもあることから、参加する学生に対
し事前に安全管理の徹底やボランティア保険等（参考１「学生ボランティア活動に関わる
保険の例」参照）への加入を呼びかけるなど適切な指導に努めること。
　被災地における状況や学生ボランティアによる支援要請等に関する情報について、文部
科学省ポータルサイト（参考２「子どもの学び支援ポータルサイト」参照）などを活用し
つつ、学生に情報提供を行うこと。
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２　スタディツアーの実施とその結果の検討
（１）スタディツアーの実施概要
　本章では、大学におけるシティズンシップ教育の進め方を検討するための一つの事例として、復
興支援への参加を前提とした学習機会として実施した宮城県亘理郡を目的地とするスタディツアー
と参加者の感想などの分析を行う。
　今回、宮城県亘理郡を目的地としたのは、宇都宮大学で2011年秋より亘理郡亘理町、山元町へ
の支援活動を続けてきたため、現地の事情が比較的わかり、効果的なスタディツアーが企画できる
のではないかと考えたからである。宇都宮大学では亘理郡亘理町および山元町に対して、2011年
11月に亘理町公共ゾーン仮設住宅でのイベントへの参加を皮切りに、現在にいたるまで継続して
学生を派遣してきた。2012年度からは亘理町主催の復興マラソン大会の運営ボランティアや亘理
町立逢隈小学校サマースクールの開催を行っている。また山元町については2012年にいちご農家
の復興支援活動を行ったほか、山元町社会福祉協議会の工房地球村（精神障害者のデイサービス）
で作られる製品を大学祭で販売するなどの活動を行ったり、農学部では山元町のいちご農家の支援
を行ったりしている。2012年、2013年には、夏休みに「亘理・山元キッズサマースクール」とし
て亘理町の中学生１・２年生を本学の大学施設に招待する事業も行った。
　ツアー参加の募集は２月より主として大学内および市内のNPO中間支援機関（ぽぽら、まちぴあ）
を通して行った。対象はスタディツアーに関してより広く意見を求めるため学生に限定せず一般に
も広げた。内容についてはたびたび現地を訪れている筆者が現地と調整を行いながら決定した。
　ツアーの内容に入る前に、訪問先の被災状況について簡単に触れておきたい4。亘理町は、人口
34,069人（平成26年８月現在）、面積73.21km2の町である。東日本大震災の被害は死者282人、行
方不明者６人、全壊2,389棟となっている。津波の浸水区域は約35km2で町の総面積の47.8%にあた
る。町人口に占める浸水域人口割合は40.4%、世帯数割合は38.5%である。山元町は、宮城県の南
端に位置する人口13,817人（平成24年11月現在）、面積64.48km2の町である。東日本大震災の被害
は死者699人、行方不明者18人、全壊2,217棟となっている。津波の浸水区域は24km2で町の総面積
の37.2%にあたる。町人口に占める浸水域人口割合は53.8%、世帯数割合は55.7%である。
（２）スタディツアーの内容
①亘理町コース（2014年３月17日実施）
　2014年３月17日に亘理町を主な訪問地とするスタディツアーを実施した。参加者は23人で、その
うち学内者が15人（学生12人、教員３人）、学外者８人だった。学外者の内訳は宇都宮市在住の社
会人３人、下野市在住の社会人１人、他大学教員３人、他大学学生１人だった。
　当日は大学を６時30分に出発し、亘理町荒浜地区センターにて荒浜地区まちづくり協議会事務局
長で震災語り部の会ワッタリの代表でもある菊池敏夫さんより震災時の様子やその後の復興状況に
ついて話をうかがったあと、バスに同乗して頂き、鳥の海地区を案内して頂いた。ワッタリの会は
「東日本大震災の記憶を後世に語り継ぐこと。全国よりご支援いただいた方々に、復興の道を歩んで
いる町民の姿を見ていただけたら、そんな想いで始めた」という会で、町の観光協会が窓口となっ
ている5。菊池さんの案内で荒浜地区の慰霊碑にうかがった（図１）。慰霊のモニュメントが必要と
4　死者数、行方不明者数、全壊数については「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について（第
150報）」（消防庁災害対策本部、2014年９月10日発表）より。浸水域人口割合、世帯数割合については平成22年国勢
調査人口速報集計（平成23年（2011年）４月25日更新）による。
5　震災語り部の会ワッタリのサイトより。http://www.datenawatari.jp/index.php?id=61（2014年９月24日確認）
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の地域住民の思いから、まちづくり協議会が中心となって建立したものだそうである。横には襲来
した津波の高さを示す標識も立てられている。再開に向けて準備が進む鳥の海温泉や堤防工事の様
子も視察した。その後、公共ゾーン仮設住宅第三集会所でふれあいの会会長の木村一行さんより、
仮設住宅の現状についてお話いただいた（図２）。震災から三年が経ち、仮設住宅から出ていく住
民が多くなってきているが、一方で、なかなか動けない人が残されているという状況となっている
というお話であった。
　公共ゾーン仮設住宅の後はNPO法人亘理いちごっこに移動して、亘理いちごっこが運営するレ
ストランで昼食を頂きながら亘理いちごっこの活動について代表の馬場照子さんよりお話をうか
がった（図３）。亘理いちごっこは震災直後の被災者へ暖かいバランスのとれた食事を提供するた
めの炊き出し活動からはじまり、何度か場所を変えながらコミュニティレストランとして亘理町の
被災地支援活動の一つの核となっているNPOで、活動当初から被災した方もいちごっこで働いて
いる。プレハブをリースしてコミュニティレストランを運営してきたが、維持費だけでも金額がか
さみ、トレーラーハウスを購入して近々リニューアルを行うことになっているというお話だった。
今後は、食を通して地域を支えるような活動を考えており、引き続き、安全で安心でほっとできる
レストランを運営していくとともに、配食サービスも行っていきたいとのことだった。
　その後、そのままいちごっこを会場として亘理町役場震災復興企画課南部浩秀さんに復興計画な
どについて話をしていただいた。亘理町では2013年12月に「亘理町震災復興計画 ～ 安全・安心・
元気のあるまち 亘理～」を策定している。防災集団移転促進事業、災害公営住宅整備事業につい
図１　荒浜地区慰霊碑 図２　公共ゾーン仮設住宅第三集会所内
図３　亘理いちごっこ（手前がレストラン） 図４　はま道店内
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ては2014年度中に工事などは完了し、入居も2015年度初めには完了する予定とのことで、宮城県
の中でも一番早く完了するのではないかということだった。津波の被害を受け、他の学校に間借り
を続けていた小中学校も2014年の２学期からは元々の場所にできた新校舎で授業を再開できる見
込みとのことであった。計画を進めるにあたっては、住民一人ひとりとできるだけ直接話をし納得
して進めていくことを心掛けたそうである。宇都宮に戻る前には地元の生産物を直売する「はま道」
に寄った（図４）。「はま道」は被災地の雇用創出に取り組む日本労働者協同組合（ワーカーズコー
プ）連合会が支援して作られ、震災で自宅や職を失った方々の仕事を作る「おっかあの力プロジェ
クト」を展開している。地元生産の農産物などを紹介してもらいながら、復興に向けたワーカーズ
コープの取組などについてお話をうかがった。
②山元町コース（2014年３月19日実施）
　３月19日には山元町を主な訪問地とするスタディツアーを実施した。参加者は18人で、そのう
ち学内者が11人（学生９人、職員１人、教員１人）と学外者７人だった。学外者の内訳は宇都宮
市在住の社会人３人、他大学学生が４人だった。
　まず、山元町役場の敷地内にある災害FMラジオ「りんごラジオ」におじゃました（図５、６）。
その後、山元町役場からやまもと語りべの会渡邊修次さん案内の下、元中浜小学校の校舎やコンパ
クトシティの中核となる新山下駅地区を案内頂いた（図７）。渡邊さんは沿岸部の記憶、古里の自
然や歴史、民話などを発掘し、地域の語りべとして町内外に発信して観光振興を図ったり、後世に
伝えたりする「やまもと語りべの会」を昨年秋に発足させ、本格的な活動に向け準備中とのことだっ
た。元中浜小学校では２階まで浸水したが、二次避難所への徒歩での避難は困難と判断し、屋上の
屋根上倉庫に90人が避難し、一夜をすごした。ほぼ海岸に立っているような立地にもかかわらず、
一人の犠牲者も出なかったそうである。旧中浜小学校は震災遺構として保存されることになってお
り、避難した屋根裏倉庫も震災当時のまま保存されていた（図８、９）。
　昼には山元いちご農園にうかがい、昼食をとりながら、社長の岩佐隆さんより現状報告をうか
がった後、いちごハウスの見学といちご狩りを行った。山元いちご農園は震災前に沿岸部でいちご
を生産してきた三人の生産者が2011年６月に創業した会社でミュージックセキュリティーズ株式
会社の協力による「山元いちご農園ファンド」を募ることで資金確保を果たしたという6。山元町で
6　山元いちご農園サイトよりhttp://yamamoto-ichigo.com/index.html（2014/9/20確認）
図５　山元災害ラジオFMりんごオンエア 図６　町役場の敷地内にあるスタジオ
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は震災前は基本的に地植えでいちごを育てていたが、震災後は塩害のため地植えが難しくなり、プ
ランターで育てることにしたそうである。
　その後、山元町社会福祉協議会工房地球村の見学と地球村のカフェで代表の田口ひろみさんによ
る活動報告をうかがった（図10）。「工房地球村」は1998年に精神障害者社会復帰施設（通所授産施設）
として誕生し、その後、町社会福祉協議会が運営を受託されていた。地震があった時は、「国道ま
で津波が来ている！ここも危ないから、もっと山へ逃げろ！」と避難する地域の方に教えられ、全
員で避難し、地球村にいた人たちは無事だった7。しかし、職員が亡くなったり、利用者の家も被害
を受けたりした。その後、以前から知り合いであったエイブルアートカンパニーの支援を受け、利
用者が絵を描くワークショップを開き、そのデザインを製品に生かして「いちごものがたり」とい
うブランドでてぬぐいなどの製品づくりを展開している8。2013年には寄付をもとにトレーラーハウ
スでカフェを開店した。今後は地域の人も集まれるような場づくりもめざしていきたいとのことで
あった。
３　参加者アンケートからみるスタディツアーの効果
　スタディツアーの参加者に対し、車内にてアンケート用紙を配布し、回答を依頼したところ、参
加者41人のうち35人よりアンケートの回答を得ることができた。本章ではその結果より、参加の
動機、ツアー内容に対する評価、ツアーに参加しての意識の変化に焦点をあてて分析を行う。
7　工房地球村のサイトよりhttp://www.kobo-chikyumura.com/より（2014/9/20確認）
8　アートを通じた復興支援の詳細については長谷川(2013)を参照のこと。
図９　旧中浜小学校裏からの海岸をのぞむ
図７　やまもと語り部の会　渡邊修次さん 図８　当時のままの屋根裏（旧中浜小）
図10　カフェ地球村のトレーラーハウス
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（１）参加の動機
　参加の動機については「被災地に行ってみたかった」が 27人ともっとも多く77.1%、ついで「亘
理町／山元町に関心があった」 が13人（37.1%）、「参加が無料だった」が11人（31.4%）、「大学が
主催するので安心できた」が10人（28.6%）、「ツアー内容にとくに興味があるものがあった」が７
人（20%）、「友人・知人に薦められた」が６人（17.1%）となっている。
　今まで東日本大震災の被災地（栃木県を除く）に行ったことがあるかどうかを尋ねたところ、「な
い」は11人（31.4%）と少なく、７割の人が「ある」（68.6%）と答えている。今までに行った内容
としては、学内の学生が多かったこともあり、宇都宮大学の学生が参加できる行事が多かったが、
外部の社会人についてもすでに何回か被災地に足を運んでいる人が多かった。
　参加にあたって不安なことがあったかどうかについては、「ない」が 32人（91.4%）とほとんど
の人は不安を感じていなかった。不安があったとした人にその具体的内容を聞いたところ、「衝撃
的な映像を見ること」「現地の方の反応」「現地の人にどう接したらよいか」などが挙げられていた
が、これらはいずれも今まで被災地に行ったことのない方であった。
　参加前に期待したことについて自由記述で回答してもらった内容を整理すると「現状を知る」が
もっとも多く、中でも具体的に「見たい」「聞きたい」との内容が多かった。さらに「現地とのふ
れあい」や、「復興の地域差を知りたい」（２件）というものもあった。
（２）ツアー内容に対する評価
　ツアー内容に対しての満足度については「大変満足」が23人（65.7%）と最も多く次いで「満足」
が８人（22.9%）、「やや満足」が２人（5.7%）となっており、無回答の２人を除くと全員が満足で
きるとの回答だった。今回のツアーを８項目に分けて５段階で評価してもらったところ以下のよう
な結果となった。
　　　　　　　　←そう　　まあそう　　どちらでもない　　まあそう　　そう→
①学究　　　　　1・・・・・・2・・・2.52・・・3・・・・・・4・・・・・・5　観光
②若い人向け　　1・・・・・・2・・・2.72・・・3・・・・・・4・・・・・・5　社会人向け
③内容が濃い　　1・・・・・1.91・2・・・・・・3・・・・・・4・・・・・・5　内容が薄い
④詰め込みすぎ　1・・・・・・2・・・・2.72・・3・・・・・・4・・・・・・5　物足りない
⑤集合時間早い　1・・・・・・2・・・・・2.88・3・・・・・・4・・・・・・5　早くてよい
⑥解散時間遅い　1・・・・・・2・・・・・・3・3.01・・・・・4・・・・・・5　遅くてよい
⑦満足　　　　　1・1.34・・・・・2・・・・・・3・・・・・・4・・・・・・5　不満
⑧同様のツアーに　1・・1.32・・・・2・・・・・・3・・・・・・4・・・・・・5　参加したくない
　また参加したい
図11　スタディツアーの評価（太字の数字は全回答の平均値）
　図11をみると、ツアーへの満足度は高く（③、⑦、⑧）、内容もバランスがとれている（①、②、
④）と受け止められたようである。
　ツアー全体で良かったことをあげてもらったところ以下のような内容であった。今回のツアー内
容については特に地元の複数の人から話を聞けたことの満足度が高く被災地の「今」を知ってもら
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うものとしては十分効果的だったと思われる。
表１　ツアー全体で良かった内容
【亘理町】
・ 復興の状況や進み具合が良くわかりました。行政の
方の思い、住民の方の思いの双方を聞くことがで
き、大変良かったです。
・ 亘理町の復興の現状について伺えたことが良かった
です。山元町の話をいろいろと伺っていましたの
で、部分部分は比較しながらうかがえました。
・いろんな人の話を聞けたこと。
・ 印象的な話をたくさん聞けた点。特に馬場さん。
・ 市民（被災者）、行政、現地NPOのそれぞれ異なる
立場の人のお話が生で聞けたことがとても良かった
と思います。
・ まだまだ支援が必要なんだということに確信を持て
たこと
・ 大変盛りだくさんの内容でした。また先生と亘理町
のみなさんとの信頼関係ができているので、安心し
て視察することができました。
・各分野の実践者から直接話を聞けたこと
・ 全ての場所、人が印象的でした。中でも仮設住宅を
訪れたことは様々なことを考えさせられる機会とな
りました。実際に住んでいらっしゃる人と帰り際に
対話させてもらう機会にも恵まれました。
・現地の人の話を聞けたこと
・ ①無料であったこと②訪問地点と話を聴く相手が多
様だったこと
・ 現地の人の声をたくさん聞けたこと・役所、仮設の
住民の方など、さまざまな立場の人の話が聞けた。
・ 個人ではなかなかお話が聞けないようなツアーだか
らこそのいろいろな立場の方々のお話を聞くことが
できたこと
【山元町】
・ 小学校、イチゴ農園、カフェ地球村と普段行けない
ような場所に行って、お話を聞くことが出来たこと
・ 沿岸部では小学校の入れない部分まで見せていただ
き、その当時のままにされてあって、生々しく津波
の爪痕を感じ、語り部の方やいちご農園、地球村と
皆さんのお話を生で聞くことができて改めて来て良
かったと思いました。皆さんの前向きさと強い復興
意欲に感銘を受けました。全くの部外者でしたが、
参加させていただいたことに感謝しています。
・学校を当時の状態のまま見れたこと
・いちご狩り
・ 実際に中浜小学校の中にまで案内していただいて、
津波の威力を実際に自分の目で見ることができたこ
と。
・ いちご狩りという体験をすることで、山元町のいち
ごを自分の五感で感じることができ、印象・深く
残ったこと・工房地球村のカフェでお茶をしなが
ら、貴重なお話を聞けたこと
・語り部の先生のお話
・ 中浜小学校内を見学できたこと・地元の方々にお会
いでき、それぞれの分野の立場からの復興の話をお
聞きできたこと（皆さんが輝いて見えました）
・ 被害の状況（震災の恐さ）を感じるだけでなく、未
来に向けて一生懸命進んでいる人たちの取り組みに
触れられたこと
・ 語り部の方の話－分かりやすく、聴く側に適した説
明だった。
・ 語り部の渡部さんの話が印象に残っています。とくに
学校の話が印象的でした。友達にぜひ話したいと思い
ます。防災の考え方が変わりました。
・山元町の復興を目の当たりにできた
・いちご狩り
・中浜小見学
・ 現地の方と接する時間が多かった。今日聞かせてい
ただいた話はとても奥深く、各人のこの３年間の背
景まではわかりませんが、大きなパワーが必要だっ
たと思います。自分だけではなく、他人のため、山
元町のためという姿勢に心打たれました。
・普段聞けない話を聞くことができた
・ １日で様々な場所、お話を伺えたことがとても良
かった
・ それぞれの内容にじっくりと時間がとられていた
・ どの見学場所も見所があり、勉強になりました。仮設
住宅の方のお話、いちごっこ馬場さんのお話など生の
声を聞けたことが１番良かったです。
・ 公共ゾーン仮設住宅の住民組織の大枝さんや「いち
ごっこ」の馬場さんなど、行政のしがらみのない方々
の自由な発想や、被災地・被災者の生活者視点での
支援のあり方に、じかに接することができたこと
・ 馬場さんの話を改めてしっかり聞くことが出来た
・ 様々な立場の人の生の声を聞けたのがよかった。そ
のためハード面の復旧状態だけでなく、町の人々の
中でもいろんな考えや葛藤、悩みがあることを身を
もって知ることができた。
・ 実際の被災の様子を語り部の方と見学できたこと
・全体の構成のバランスが良かったこと
・ お世話になった亘理いちごっこさんに訪問できたこ
　 とが良かったです。またさまざまな立場の方々から、
あらゆる視点からのお話をうかがえたことも良かっ
たと思います。
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（３）ツアーに参加しての意識の変化
　ツアーに参加しての意識の変化としては「被災地の人々への思いが高まった」「現地の人たちの
復興への取組に感動した」「被災地を支援したいという気持ちが高まった」がともに21人（60.0%）
と多く、今回のスタディツアーの目的である被災地への関心を高め、今後の支援活動につなげてい
くという目的は概ね達成されたと考えられる。
　また、自由記述で得られたツアーに参加してみての学生の感想を複数人から出された表現や内容
に着目して整理してみると、次のような内容が整理できた。（下線部は筆者、該当の記述部分のみ
の抜き書き）
　まず、「被災地に対する見方が深まった」というものである。「何度も亘理に足を運んでますが、
まだまだ知らないことがあるし、学ぶことも多々あるなと感じました」「１日という短い時間でこ
んなにも様々な視点から語られる震災と復興について耳を傾け、学ぶことができたのは、本当に貴
重な経験だった」というように、何度も被災地の支援活動に参加していた学生でも、スタディツ
アーという学びを通して、さらに被災地への理解が深まったことがわかる。次に「この経験を無駄
にしない」という意識である。「本当は話すのもつらいのに私たちのためにいろんなことを教えて
くれて有難いなと思いました。また、それを聴くことができた私はこの経験を無駄にしてはならな
いなと感じました。」「このツアーはいつまでも関心をもちつづけられる契機になる、そのような経
験になるのではないのかなと思いました。」「最初の沿岸部訪問はとても貴重な経験であり、多くの
人に伝えたい内容だった。」などのように今回のツアーに参加して得たことを貴重に思い、無駄に
してはならないものと感じているようである。
　また「今後の活動につながる契機」ともなっている。「今日一日を通してまだ人を必要としてい
ることを知ったので、また自分で機会を見つけて来ようと思いました。」「これからも、この震災を
風化させないよう自分でもできることは何か考えながら、実際に行動に移し、被災地に心を寄せ
ていきたいです」「震災をきっかけに新しいつながりができ、立ち上がった人たちによって、元気
になるというか、形は変わっても「かがやき」は取り戻せるのではないかと思います。そのために
外部の人間である私にできることを考えていかないといけないなと思いました。」「地域を復興させ
ようと努力している人がいて、ほんの少しでもそういった人に関わっていきたいと改めて思えるツ
アーだった。」「私たちにできることは今学んでいることで支援することだと思うので、これからも
自分のできることをしていきたい。」などのように今回のスタディツアー参加が今後の被災地支援
活動につながる契機となるような感想が多く見受けられた。
　またこの経験を「他の学生にも共有してもらいたい」という感想も見られた。「月日が経つにつ
れ、被災地への関心は薄くなっているように思います。何度も来ている人よりも、一度も来たこと
がない人にぜひ参加してほしいです。」「ぜひしばらく行ってない人や、一度も行ったことがない学
生さんを連れていってください。」「ぜひ多くの方々にこのようなツアーに参加していただきたいと
思いました。」というように、貴重な経験であり、それを生かして今後の活動を考えていきたいと
いう思いは自分だけでなく他の人にも伝えたいという思いにつながるのである。
さいごに
　本稿では、大学におけるシティズンシップ教育を進めるフィールドとして東日本大震災の復興支
援をとりあげ、復興支援活動への参加を前提とした学習機会としての被災地スタディツアーの効果
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について検証した。学生の感想からは「被災地に対する見方が深まった」「この経験を無駄にしな
い」「今後の活動につながる契機」「他の学生にも共有して欲しい」という意識が読みとれた。今後
は、スタディツアーを実際の支援活動への参画に結び付けるような事後学習を合わせて行い、社会
の一員として復興過程をなんらかの形で担う意識を学生がもてるようなシティズンシップ教育とし
ての検討を行っていきたい。しかし、大学においては授業を担当する各教員に内容がまかされてい
るため、授業内容としてシティズンシップ教育の要素が入っているとしても、大学という組織とし
て明確にシティズンシップ教育を学生に行うという意識が持ちづらいのではないか。教員ごとの対
応では、受講したごく一部の学生にしかその効果は及ばない。このような高校までの児童生徒を対
象としたシティズンシップ教育とは異なる点を明確にし、高等教育におけるシティズンシップ教育
の進め方についてさらに検討が必要だと思われる。
　さいごに、ツアーを実施するうえでの課題について２点指摘しておきたい。清水（2014）は東
日本大震災で被災した陸前高田市並びに広田地区の大学１年次を対象としたスタディツアーの試み
を通して、被災地スタディツアーの効果を高めるための構成因として目的因（スタディツアーの目
的を明確にする）、内容因（スタディツアーを目的に沿って内容を整える）、事前調査因（綿密な事
前調査をする）、宿泊因・期間因（宿泊日程にする）、動機づけ因（参加意欲を高める）、事故対応
因（不測の事態に備える）、担当者関与因（担当教員の思い入れと熱意）、学生関与因（学生のツアー
企画への積極的関与）、事後学習因（事後学習と専門的な学習への橋渡し）の10因を挙げている。
清水の試案に沿って今回のスタディツアーを検討するならば、学生関与因については欠けていた。
今回はどのようなスタディツアーが実施できるのかというモニター的な企画であったため、そもそ
も学生の積極的な参加を意図していなかったが、学生の能動的な学びを促進する観点からは被災地
でのスタディツアーであっても、学生が積極的に企画段階から関与することが望ましいのは言うま
でもない。また事後学習因については、前述のとおり、今後の課題である。
　さらに、清水の10項目に加え、ツアーの成功要素として欠かせないのが財源、すなわち財政因
である。今回は助成を受け参加は無料とすることができたが、学生というターゲットを考えたと
き、そんなに多くの経済的負担を課すことはできない。今回、アンケートで食費などの実費以外の
参加費についてこのツアー内容であればいくらぐらいが妥当かを聞いてみたが、回答の平均として
は「このツアー内容であれば4,109円ぐらいが妥当」「大学生と一般社会人と別料金にするとしたら
大学生は2,436円、社会人は4,090円」という結果となった。今回のバス借上げ費用を参加人数で単
純に割っても6,000円弱かかっていることから、なんらかの補助がなければツアー自体が成立しな
いことになる。今回は参加費無料だったため、参加者の費用対効果の認識まではデータを得ること
ができなかったが、持続可能な計画を考えていく上で、財政因は避けては通れない課題であり、今
後、このようなスタディツアーの費用対効果と適切な費用負担のあり方についても検討が必要であ
ろう。
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